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第30回気象分科会の流れ

１．気象業務を取り巻く現状
（１）気象審議会第18号答申と平成５年の気象業務法改正
（２）気象業務の広がり
（３）気象庁における業務の進展
（４）民間気象事業の発展と気象情報利活用の進展

・気象業務支援センターの利用拡大と利用層の変化
・多様なニーズに応える民間の気象サービス
・産業界における気象情報の利用事例

気象業務は産学官の多様な主体によって営まれており、平成５年の気象業務法改正以降、気象
庁が発表する防災気象情報の高度化のみならず、民間における気象サービスが発展してきている
ことや気象データを活用したビジネスが広がりを見せていることなどを紹介。

近年の新たな課題を整理するとともに、３．で産学官連携の事例を示すことにより、今後の展望を
行う。

２．近年の新たな課題
（１）災害の頻発・激甚化
（２）社会の変革～Society5.0の提唱、データ活用社会の到来～
（３）効率的な業務運営
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第30回気象分科会の流れ

３．気象業務における産学官連携
（１）「2030年の科学技術を見据えた気象業務のあり方」概要 ～産学官連携の前提～
（２）気象業務への異分野技術・先端技術の導入による技術革新に向けた連携

⇒ 気象観測・予測へのAI技術の活用に向けた共同研究（理研）
⇒ S-netの観測データ活用による緊急地震速報、津波警報の改善（防災科研）

（３）産官学それぞれの特色を生かした新たな価値創出に向けた連携
①民間の特色を活用した国民へのサービス提供

⇒ 事業者と連携した「危険度分布」通知サービス
⇒ 長周期地震動の予測情報に関する実証実験
⇒ 様々な主体による観測データの有効活用に向けた取組

②民間における新たな気象ビジネス創出による多様な社会ニーズへの対応に向けた支援
⇒ WXBC等による民間事業者利活用の促進
⇒ 気候リスク管理に関する調査
⇒ 気象観測等のインフラ海外展開支援

（４）海外気象機関における官民連携の先進事例
⇒ 米国気象機関におけるクラウド事業者と連携した大容量・オープンなデータ提供

４．論点整理
① 気象業務において、産学官が持つ強み・得意分野はどのような部分か。
② 多様化・増大するニーズに対応して気象業務が社会に貢献していくためには、産学官がどのよ

うに連携していくことが望まれるか（業界全体のフレームワーク）。

これまで実施している産学官連携の事例や海外における先進事例を紹介し、今後の産学官連携の
あり方や産学官の担うべき役割、ぞれぞれの強み・特色は何かを整理していく。

次回以降、規制緩和や情報提供環境、人材育成等の環境整備施策の審議を予定しており、その序
章とする。 3



１．気象業務を取り巻く現状



＊気象庁が保有する情報

・電文データ・・・ 文章化された情報を含むデータ（気象警報･注意報等）
・数値データ・・・ スーパーコンピュータで予測・解析された３次元/メッシュデータ等

１日に扱う気象データ量 1,600GB

民
間
気
象
業
務
支
援
セ
ン
タ
ー

民間気象事業者
予報業務許可事業者
・独自の予報を発表
・顧客のニーズに合わせた情報

発表

その他の事業者
・顧客のニーズに合わせた情報

発表

特定の個人(会員)

事業者独自の
観測データ

企業等(顧客)＊ ＊

＊

国民

利用者

●様々な分野において気象データ
が活用されている。
・航空交通・航空輸送
・海上交通・海上輸送 ・鉄軌道交通
・道路交通・陸上輸送 ・電力
・農業・畜産業 ・水産業
・流通・衣料・製造業 ・保健・健康
・観光・レジャー・スポーツ

報道機関

自治体

防災関係機関

携帯電話会社

自然災害への対応
消防団・

自主防組織活動避難行動

外出・旅行日常生活

生活での利活用

健康

●災害対応や日々の生活に活用。

独自の予報
その他の情報
予報の解説

気象庁ホームページによる情報提供(提供コンテンツ：947種類)

一斉同報メール

防災行政無線
登録型メール 等

携帯電話・
スマートフォン

PC

テレビ・ラジオ

ホームページ等

放送 データ放送

ホームページ

情報の入手手段
は多様化

報道機関

（１）気象情報・データの提供の流れ

○ 気象庁は、平成5年の気象業務法改正以降、防災気象情報を、自治体や防災関係機関、報道機関等
を通じて国民へ提供するとともに、気象庁ホームページにより提供。

○ また、民間気象業務支援センターを通じて、様々な気象情報・データを民間事業者向けに提供。
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自治体・
関係機関

報道機関
気象庁

国

民

自治体・
関係機関

報道機関

気象庁

国

民
民間気象業務支援

センター 民間事業者

・ 気象業務に対する多様なニーズへの対応を可能とすべく、民間気象業務支援センター制度と予報業務許可制度を導入。
・ 民間気象業務支援センター制度は、民間における気象サービスを支える観点から、気象庁が保有する観測の成果や業務の実施の過程において
作成した予報に関する情報等、気象庁が保有する情報を国費の追加負担なく提供できる体制として構築。

【平成５年以前】 【平成５年以降～現在】

予報業務許可制度の下、
民間事業者が多様なサービスを展開

気象庁の役割
・提供すべき情報は、①防災気象情報、②国民の公共の利便性を確保するために必要なナショナル・ミニマムとしての一般向けの天気予報
・一般向けの天気予報の発表は、（ア）防災気象情報の理解の促進、（イ）基本的な気象情報の全国的な提供、（ウ）民間気象事業

のサービス水準の確保の観点から気象庁が実施
・気象庁が保有するデータは、気象庁が専ら自らの業務を遂行するために取得、作成したものであり、国民の共有財産として広く利用されるよう
公開されるもの。これらを民間気象事業者に提供するにあたっては、情報伝送をめぐる環境の変化や受信者の増減等に対応できるよう、受益
者負担の原則の下、合理的なデータ提供体制の構築に努める。

・民間気象事業者に期待する役割として、①個々の地点の予測（局地予報）、②利用者の多様な要望に応える付加価値を加えた情報、
③新しい多様な情報メディア向けや情報システム向けの気象情報・解説、の提供

民間気象事業者の役割

気象審議会第18号答申「社会の高度情報化に適合する気象サービスのあり方について」（平成4年3月23日）

（１）気象審議会第18号答申と平成５年の気象業務法改正

気象業務法改正（平成５年）
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（２）気象業務の広がり

観測データ収集・
作成

気象衛星

解析・予測・情報作成

気象庁の持つ各種システム
スーパーコンピュータシステム

大気の状態予測(数値解析予報)

伝送や処理を行うシステム
国内外データ収集・配信 等

レーダー・アメダス
ラジオゾンデ、WPR

観
測
デ
ー
タ
収
集

情報・データ

地震計・津波計
火山観測

潮位計・波浪計

気象庁

警報・注意報、台風
情報、天気予報 等

地震情報・津波警報
緊急地震速報 等
噴火警報・噴火速報 等
気候変動の
監視・予測情報

情
報
発
表

・・・etc

観測データ
数値予報データ

他機関の観測データ

外国気象機関

自治体・防災関係機関

自然災害への対応

産業等での利活用

自治体等の気候変動適応策

外出・旅行日常生活

生活での利活用

自治体・防災関係機関等
の防災対応

風水害や地震、火山等の様々な災害

住民の避難

農林水産業

小売・物流

建設製造

エネルギー

施設の管理

避難勧告等

消防団・
自主防災組織等

温暖化適応策

健康

大学・研究機関 等 自治体、防災関係機関、
報道機関

観測・予測技術の研究開発における連携

民間事業者
(気象事業者・その他の

事業者)

・防災気象情報の伝達
・防災対応等への利活用

航空機や船舶の
安全航行 等

交通安全

観測データ等の共有・交換に
より、各機関の業務に反映

・国民一般への提供や個別ニーズに合
わせた情報・予報の作成・提供

・気象情報・データの様々な加工や製品
への利活用

観測・予測

予報官(全国の気象台)
今後の予測・情報の作成

○ 気象業務は、気象庁のみならず様々な主体により営まれており、各主体において、気象情報・データを作成
し、また、それらを自然災害への対応や日々の生活、産業等の様々な場面において活用している。

○ 気象庁は、観測データの収集・作成を行い、それらに基づき予報を発表している。その過程で作成された気
象情報・データは、民間事業者等の事業に活用されている。

7

研究機関



平成17年平成18年平成19年平成20年平成21年平成22年平成23年平成24年平成25年平成26年

宮崎、北海道
佐呂間で竜巻

局地的大雨による災害多発、
８月末豪雨平成18年豪雪

中国・九州北部豪雨、
兵庫県佐用町の水害

新燃岳噴火

東日本大震災

茨城・栃木等竜巻
九州北部豪雨

新潟・福島豪雨
台風第12号

御嶽山噴火

平成27年

H25.3北海道暴風雪
H25.7-8特別警報相当大雨
H25.9埼玉・栃木等で竜巻
H25.9特別警報(台風18号)
H25.10伊豆大島土砂災害
H26.2関東甲信地方等大雪

平成28年

土砂災害警戒情報
（鹿児島を皮切りに順次開始）

竜巻注意情報
指定河川洪水
予報改善（レベル化） 市町村警報・注意報

大雨警報等の基準に
土壌雨量指数、流域雨量指数を導入

５日先まで台風進路予報

特別警報

高解像度降水ナウキャスト

土砂災害警戒
判定メッシュ情報

目撃情報を活用した
竜巻注意情報

緊急地震速報の一般提供 降灰予報、火山ガス予報

噴火警報・予報
噴火警戒レベル

異常天候早期警戒情報

長周期地震動に関する
観測情報（試行）

津波警報改善

噴火速報

量的降灰予報

火山の状況に関する
解説情報（臨時）

平成29年平成30年平成31年
令和元年

平成26年8月豪雨
（広島土砂災害）

関東・
東北豪雨

熊本地震

房総半島台風
東日本台風

７月豪雨

北海道胆振
東部地震

南海トラフ地震に
関連する情報

竜巻注意情報の
発表区域の細分化

洪水警報の
危険度分布

警報級の可能性

台風第10号等
相次ぐ台風の襲来

２週間気温予報
早期天候情報

防災気象情報へ相当
するレベルを記載

本白根山
噴火

○ 気象庁では、大雨や台風、地震・津波・火山災害を踏まえ、その時代における最先端の自然科学技術、
電子計算機技術、情報通信技術等を取り入れつつ、防災気象情報の高度化等を図っている。

（３）防災気象情報の改善・高度化に係る気象庁の取組
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気象レーダー等の観測機器も更新に伴い、より
高精度なデータを提供。また、技術の進展に伴い、
ウィンドプロファイラや雷監視システムといった新た
に展開した観測機器により得られたデータも提供。

（３）民間に提供する気象情報・データの拡充

○ 数値予報プロダクトの高度化

北半球のみ
381km

【第10世代】
全世界 約13km

支援センターを通じて提供する
気象情報・データの容量は
十数年で約60倍に増大

支援センターを通じて提供する
気象情報・データの通数は
十数年で約４倍に増大

○ 気象庁では、防災気象情報の改善・高度化を実現するために、その基盤となる観測・予測技術の精度向
上に努めてきた。その結果、民間に提供する気象情報・データは質・量の両面で拡充した。
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H18 R1

H18 R1

約2.8万通/日

約12万通/日

約178GB/日

約2.8GB/日

【民間に提供している気象情報・データ】

スーパーコンピュータの変遷と全球モデルの高解像度化（水平分解能）

H26 局地数値予報モデル
GPVの提供開始

H31 メソアンサンブル
数値予報モデルGPVの提供開始

○ 気象衛星データの高度化
計算機能力の向上に伴って、数値予報プロダクトの多様
化、高解像度化、高精度化が進んだ。

○ その他観測データの多様化・高度化

気象レーダー

ウィンドプロファイラ
雷監視システム（LIDEN）

新たな気象衛星の打ち上げに伴って、気象衛
星画像の解像度が向上、観測回数が増加、
観測画像の種類が増加(多バンド化）。
ひまわり8号は、前世代の約50倍のデータ量に。



（４）（一財）気象業務支援センターの利用拡大と利用層の変化

支援センターから気象情報を取得する事業者
：約350者（平成30年度）

●このうち、予報業務許可事業者は15％程度で、過去
10数年程度は大きく増減はしていない。

●一方で、近年、予報業務許可事業者以外の事業者
による情報取得が増加傾向にある。

気
象
庁

気
象
業
務

支
援
セ
ン
タ
ー

情
報
を
取
得

す
る
事
業
者

二
次
配
布
自
由

測候時報「民間気象業務の発展と民間気象業務支援センターによる情報提供業務の動向について」(2015)より
● ファイル形式配信サービスにおける業態別の利用者数の推移● 電文形式配信サービスにおける業態別の利用者数の推移

約350者
（平成30年度）平成6年に設立

○ （一財）気象業務支援センターを通じた気象情報の利用者は、平成５年当初に比べて大幅に増加。
○ 近年では、予報許可事業者以外の事業者の割合がかなり多くなっており、気象庁のデータを自らの事業へ

直接活用している事例も増えてきている。
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（４）多様なニーズに応える民間の気象サービス

多様なメディアでの
気象情報・データの提供

気象測器等の観測機器

○月×日△時の予報 ○○市の予報

時刻 9 12 15 18 21 24 3

天気

気温 4 6 5 3 1 0 -1

気象庁が作成する気象情報・データ

予報業務許可事業者における独自の予報※

商業活動等に対するコンサルティング

※予報業務許可事業の市場規模としては、約400億円程度（平成30年度）

○ 気象情報・データに対する社会のニーズが広がっており、民間気象事業者において、自らで気象情報・データ
を作成・提供やこれらを活用したコンサルティング等、様々なサービスが行われ、経済活動や国民の生活にお
いて欠かせない存在となっている。

○ 民間における気象サービスは、気象庁が作成する観測データや数値予報等を基に展開しているものが多い。
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（４）産業界における気象情報・データの利用事例

○ 近年は、予報業務許可事業者の活用に加え、自ら気象情報・データを入手して、様々なデータ等と組み合
わせて事業を実施するなど、多様な気象情報・データの利活用事例が創出されてきている。
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２．近年の新たな課題



（１）災害の頻発・激甚化

7月5～8日にかけて、西日本～東海地方を中心
に記録的な大雨が発生。
平成最悪の風水害、死者行方不明230人以上。

小貝川
広島市安芸区 倉敷市真備町

平成30年7月豪雨
平成最悪の風水害、死者230名以上

平成30年北海道胆振東部地震

国土地理院空中写真

平成30年9月6日に発生（M6.7）。北海道厚
真町で震度７を記録。
死者 41 人、住家全壊 394 棟(同年10月4日
現在、消防庁)

最も高程度の温室効果ガス排出が続く場合、
21世紀末には20世紀末と比べて、

短時間強雨の頻度は、全国的に増加。
全国平均では、2倍以上の頻度に。

気象災害のリスク 地震・火山災害のリスク

時間50mm以上の年間発生回数
気象庁「地球温暖化予測情報第9巻」 南海トラフ巨大地震の震度分布及び津波の高さ（中央防災会議）

30年以内に南海トラフ巨大地震（M8～9クラス）が
発生する確率は70-80％と評価。
我が国の活火山の数は現在111あり、世界の活火山
の約１割が集中。

令和元年房総半島台風
令和元年東日本台風

９月９日に千葉市に上陸し、記録的な暴風により
住家全壊342棟、住家半壊3,927棟。
東日本を中心に広い範囲で河川が氾濫し、死者
99名、床上浸水7,837棟、床下浸水23,092棟。

小貝川

千葉県館山市 宮城県丸森町（国土交通省
水管理・国土保全局提供）

房総半島を中心とした各地で暴風、
東日本の広い範囲で多数の河川氾濫

14

○ 近年、毎年のように豪雨や台風、地震、噴火等による災害が発生。災害が頻発・激甚化。
○ 今後、地球温暖化に伴い、気象災害のリスクが増大すると考えられるほか、南海トラフ巨大地震等、地震

火山災害のリスクも大きい。



（１）各国の大規模災害による被害額（10億ドル程度以上）

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

日本
$ 2,100億
（地震）
$ 25億

（暴風雨）

$ 17億
(洪水・暴風雨) - $ 66億

（暴風雨）
$ 16億

(洪水・暴風雨)
$ 201億
（地震）

$ 22億
(洪水・暴風雨)

$ 45億
（地震）
$ 265億

(洪水・暴風雨)

英国 - $ 29億
（洪水）

$ 15億
（洪水） - $ 24億

(洪水・暴風雨) - - -

ドイツ - - $ 177億
(洪水・暴風雨) - - $ 20億

（洪水）
$ 9億

（暴風雨） -

フランス - - - - - $ 24億
（洪水） - $ 9億

（洪水）

オースト
ラリア

$ 25億
（洪水） - $ 20億

（暴風雨）
$ 10億

（暴風雨）
$ 24億

(洪水・暴風雨) - $ 32億
（暴風雨）

$ 12億
（干ばつ）

米国

$ 501億
(洪水・暴風雨)

$ 14億
（山火事）

$ 80億
（干ばつ）

$ 777億
(洪水・暴風雨)

$ 200億
（干ばつ）

$ 169億
(洪水・暴風雨)

$ 113億
(洪水・暴風雨)

$ 25億
（異常気温）

$ 22億
（干ばつ）

$ 177億
(洪水・暴風雨)

$ 20億
（山火事）

$ 18億
（干ばつ）

$ 425億
(洪水・暴風雨)

$ 15億
（山火事）

$ 1,728億
(洪水・暴風雨)

$ 152億
（山火事）

$ 25億
（干ばつ）

$ 365億
(洪水・暴風雨)

$ 227億
（山火事）

$ 32億
（干ばつ）

（出典）EM-DAT: The Emergency Events Database - Universite catholique de Louvain (UCL) - CRED, D. Guha-Sapir -
www.emdat.be, Brussels, Belgium

(注）10億ドル程度以上の被害が生じた災害であっても、データ欠損のために表中に掲載されていないものがある。 15

○ 国際的に見ても、日本では、毎年のように風水害や地震等による大規模な被害が発生している。



（２）社会変革の継続（IoT活用の進展）

近年は、スマートフォンの所持率が約80％となっている。

クラウドコンピューティング
共用の構成可能なサーバーの集積ੵに、どこからでも、簡

便に、必要に応じて、ネットワーク経由でアクセスすることを
可能とするモデル

（出典）総務省（2019）5G実現に向けた総務省の取組み （出典）総務省（2019）平成30年通信利用動向調査の結果

16

○ 過去数十年で、情報通信環境は大きく変化。特に近年は、通信速度の高速化や、個々人の利用端末の
モバイル化が進み、大容量な情報・データを個々人に届けることが出来るようになりつつある。

○ 通信速度の高速化などにより、事業等におけるクラウドコンピューティングの活用が進み、どこからでもネット
ワーク経由でアクセスし、必要なときに必要な量のリソースを利用している事業者も多くなっている。

（出典）総務省(2019)「平成の情報化に関する調査研究」



（内閣府HPより
http://www8.cao.go.jp/cstp/society5_0/index.html）

世界中の様々なモノを
インターネットにつなげる

IoTやビッグデータ解析、高度な
コミュニケーションを支える

多種多様な大規模なデータ
から知識・価値を導出する

大規模化するデータを
大容量・高速で流通する

超スマート社会の実現に関する代表的なICT技術

Society 5.0 超スマート社会

※1：10年先を見通した5年間（H28～32年の科学技術の振興に関する総合的な計画）
※2：持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals: SDGs）

IoT
（Internet of Things）

人工知能/AI
（Artificial Intelligence）

ビッグデータ解析

ネットワーク技術

（２）ICT（IoT・ビッグデータ・AI等）の急速な発展
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○ 近年の情報通信環境の変化やICT技術の進展を踏まえ、第５期科学技術基本計画※１において、狩猟
社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会
（Society 4.0）に続く、我が国が目指すべき未来社会の姿として、ICTの活用を様々な分野に広げた
「Society 5.0 超スマート社会」が初めて提唱された。

○ ICTの活用により、新たな価値を生み出して、少子高齢化、地方の格差等の課題を克服することにより、一
人一人が快適で活躍できる社会の実現を目指すとともに、SDGs ※２の達成にも貢献するもの。



・一人一人の生命・財産が守られ、しなやかで、誰もが活き活きと活力のある暮らしを享受できるような社会（安全、強靭で活力ある
社会）の実現のため、気象業務の果たす役割が現在以上に高まる。

・観測・予測技術について、常に最新の科学技術を取り入れ技術革新を行い不断の改善を進めるとともに、気象情報・データが、社会
の様々な場面で必要不可欠なソフトインフラ、国民共有の財産として活用されていくことを目指す。

●気象業務が寄与する社会の姿（安全、強靭で活力ある社会）

より精度の高い気象情報・データが、様々な各主体に
提供・「理解・活用」され、的確な防災対応・行動へ。

自治体・防災関係機関 外出・観光
健康・医療生活

日常生活の様々なシーンに応じた情報の入
手により、個々人の生活の質・快適性が向上。

交通 エネルギー

農林水産業

外国人旅行者等

●2030年の気象業務が担うべき役割

顕著現象に対する的確な防災対応・行動 一人一人の活力ある生活

製造・小売・物流

●気象業務の方向性

住民等

観測・予測精度向上のための技術開発、気象情報・データの利活用促進、これらを「車の両輪」とする防災対応・支援の推進について、
利用者目線に立ち、社会的ニーズを踏まえた目指すべき水準に向けて、取組を進める。

（２）災害の頻発・激甚化やICTの急速な発展を見据えた気象業務の方向性
～ 気象分科会提言「2030年の科学技術を見据えた気象業務のあり方」～

気象情報・データが、様々なビッグデータや先端
技術と組み合わせて活用され、多様なサービス
提供・生産性向上。

経済活動等におけるイノベーション

18

気象情報・データが社会の様々な場面で必要不可欠なソフトインフラ、国民共有の財産とし
て活用されるという目標に向かって、産学官が連携した取組が必要。

【2030年の科学技術を見据えた気象業務の方向性】



（３）限られる行政リソース

気象庁予算の推移 気象庁定員の推移

気象庁保有の施設・設備

スーパーコンピュータ
整備費：63億円、 運営費：73億円(６年間の合計)

気象衛星ひまわり８号・９号
製造・打上：550億円、運営費：300億円(15年間の合計)

19

○ 気象庁では、豪雨や地震・津波・火山災害が相次いでいることを受け、観測・予測精度の向上、気象情
報・データの利活用促進、防災対応・支援の推進等を図るため、これまで必要な予算や人員を確保。

○ 一方、気象衛星やスーパーコンピュータ等のインフラについては、高機能化が進み、整備・運用に係るコスト
が増大。



（３）各国の気象機関の行政リソースの比較

所掌分野 職員数 予算規模 予算規模
対GDP比

人件費対
予算規模比

国民一人
当たりの
負担額

自己収入
割合

日本 気象、水象、
地象

5,039人
(2019)

【前年比▲32人】
608億円
(2019) 0.011％ 59％ 482円

(2019) -

英国 気象、水象
（津波を除く）

1,879人
(2018)

【前年比▲110人】
332億円
(2018) 0.011％ 48％ 496円

(2018)
10％

（34億円）

ドイツ 気象、水象
（津波を除く）

2,248人
(2018)

【前年比▲26人】
415億円
(2018) 0.010％ 34％ 501円

(2018)
４％

（17億円）
※国庫収入

フランス 気象、水象
（津波を除く）

3,019人
(2017)

【前年比▲105人】
483億円
(2017) 0.017％ 63％ 748円

(2017)
35％

（168億円）

オーストラリア 気象、水象
（津波を除く）

1,608人
(2019)

【前年比▲63人】
303億円
（2019) 0.021％ 46％ 1,185円

(2019)
23％

（69億円）

米国 気象、水象、
水産等

12,000人
(2019)

5,923億円
(2019) 0.025％ n.a. 1,799円

(2019) -

（注）GDPの数値は、暦年の値。為替レートは令和2年1月中において適用される日本銀行発表の値。国民一人当たりの負担額は、予算規模を人口で
単純に割った値。日本と米国以外の予算規模は自己収入を含んでいるため、自己収入を除いた場合の国民一人当たりの負担額は小さくなる。 20

○ 日本の予算水準は、他の先進諸国より小さいか同程度であるが、所掌範囲は広い。



３．気象業務における産学官連携



（１）気象業務における産学官それぞれが持つ特色

気 象 庁
〇自治体、防災関係機関等と連携し、防

災対応を実施
〇国として基盤となる観測・情報提供を実

施し、そのためのインフラ・データを保有
〇技術や産業動向を俯瞰し、気象業務全

体が的確に機能するための調整役

大学・研究機関
○(異分野を含め)最先端の技

術やアイディアを保有

気象業務への異分野技術・先端
技術の導入による技術革新に向
けた連携

産官学それぞれの特色を生かし
た新たな価値創出に向けた連携

健康・医療生活
交通

エネルギー
農業・漁業

物流
利用者

〇それぞれの利用の場における気象情
報の活用の可能性をイメージすること
が可能

ユーザー側の
様々な知見、技術、ニーズ

事 業 者
（民間気象事業者、一般事業者）

〇利用者のニーズに応じたきめ細かい
サービス展開が可能

〇自事業や気象サービス実施のための
観測・解析・情報提供を実施してお
り、そのためのインフラ・データを保有

etc… AI
ICT技術

通信技術

メディア

土木工学

22

○ 気象業務は、気象庁のみならず、大学・研究機関や事業者など様々な主体により、それぞれが持つ特色を
生かしながら営まれている。

○ また、ユーザー側の背景（知見や技術、ニーズなど）を持っている主体も多く、これらと気象業務とが連携す
ることにより、より高度かつ社会のニーズに対応したサービスの展開や新たな価値の創出を目指している。

※次ページ以降に、具体的に気象業務と連携している事例を整理、今後の発展について、４．「論点」で整理している。



（２）気象業務への異分野技術・先端技術の導入による技術革新に向けた連携

○2030年を目標に気象観測・予測の精度を大きく向上させることを目指し、気象の観測や予測へのAI技術の活用に向けた共同研究を、理化学研究所革新知
能統合研究センターと開始（平成31年1月23日）

○気象庁が有する気象現象に関する知見と、理化学研究所革新知能統合研究センターが有するAI技術に関する知見を相互に持ち寄り、気象
観測・予測技術へ先端のAI技術を導入することに関する研究開発を実施

現在の研究開発テーマ
1. 気象観測技術に関する研究開発テーマ
・気象観測データの品質管理手法へのAIの活用

AIの活用による「統合型ガイダンス」の開発

2. 気象予測技術に関する研究開発テーマ
・AIの活用による「統合型ガイダンス」の開発
・大気中の様々な物理過程の計算式の最適化
・台風の急発達メカニズムの解明・予測へのAIの活用

気象観測データの品質管理手法へのAIの活用

・気象観測データの品質管理手法へのAIの活用により、気温、風等の面的基盤情報を開発し、気象情報の高度化を目指す。
・「統合型ガイダンス」の開発により、5日先までの降水量、降雪量、風速等の気象予測データのシームレス化・高精度化や、線状降水帯の確
率情報の作成を行い、集中豪雨等に対する早めの防災対応等に資する新たな予測情報の提供を目指す。

●気象観測・予測へのAI技術の活用に向けた共同研究（理研）
⇒ 研究機関の異分野・先端技術の知見の導入に向けた連携事例
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（２）気象業務への異分野技術・先端技術の導入による技術革新に向けた連携

○ 国立研究開発法人防災科学技術研究所が運用している「地震・津波観測監視システム（DONET）」及び「日本海溝海底地震津波
観測網（S-net）」の海底地震計データの活用に係る技術開発を行い、同データの緊急地震速報への活用を、令和元年６月27日より
開始。

○ これにより、緊急地震速報（警報）の発表が、日本海溝付近で発生する地震については最大で25秒程度、紀伊半島沖から室戸岬沖
で発生する地震については最大10秒程度迅速化。

S-netとDONETの観測データ
の活用による、
緊急地震速報の迅速
化の効果

左図： DONETの効果
右図： S-netの効果

各図中の値は、緊急地震速
報（警報）の発表がどの程度
早まるかを計算した理論上の
最大値（秒）を示す。

S-netの効果

DONETの効果

この地点で地震が発生した場合、
緊急地震速報（警報）の発表が
最大10秒程度早まる。

DONET

S-net

●S-netの観測データ活用による緊急地震速報、津波警報の改善（防災科研）
⇒ 研究機関が設置した先進的な観測機器・データの業務活用の連携事例
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気象庁 事業者

サービス実施に必要な
データを民間事業者に提供

A市では、
警戒レベル4
相当に上昇

公募に応じた事業者の協力を得て、電子メールやアプリ等で危険度の変化を通知

協力事業者

（３）産官学それぞれの特色を生かした新たな価値創出に向けた連携
①民間の特色を活用した国民へのサービス提供

●事業者と連携した「危険度分布」通知サービス
⇒ 民間事業者が持つ特徴的な情報提供サービスを活用した国民への情報提供に関する連携事例
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○ 土砂災害や洪水等からの自主的な避難の判断に役立てていただくために、危険度が高まったときにメール
やスマホアプリでお知らせするプッシュ型の通知サービスを令和元年7月10日より順次開始。



（３）産官学それぞれの特色を生かした新たな価値創出に向けた連携
①民間の特色を活用した国民へのサービス提供

○ 気象庁と国立研究開発法人防災科学技術研究所は長周期地震動の予測情報の効果および利活用
方法の検証、課題の抽出・整理を行うことを目的に実証実験を実施。

●長周期地震動の予測情報に関する実証実験
⇒ 特徴的な地震動データの民間における活用方法の創出やそのための情報改善に向けた連携事例

① 機械処理可能な予測結果を利用した実験 … 気象庁と防災科研、実験参加者の三者で覚書を交わし実証実験

気象庁 防災科研

メッシュ毎の長周期地震動階級、絶対速度
応答スペクトル値を計算

緊急地震速報
(震源データ)提供

予測データ 対象とするビルの位置するメッシュ毎の数値データを用いて、
防災センターの初動対応等に利用

緊急地震速報は出ていないが、ここでは
階級２予想なのでエレベーターの被害が

出るかもしれない・・・。

当該地域で
階級２を予想

対象とするビルの位置するメッシュ毎の数値データを用いて、
ビルの構造を踏まえた詳細な予測・検証

ビルの構造で計算した結果、30階は
25cm/sの揺れと予想

予測データ

実験参加者

② 予測結果の分布図を利用した実験 …気象庁と防災科研で協定を結び、一般参加者を募集しWEB閲覧による利活用等を検証

気象庁 防災科研

緊急地震速報
(震源データ)提供

長周期地震動モニタ

日本地図上にメッシュ毎の長周期地震動予測データと防災科研観測点
の観測データを重ね合わせたものをWEB上に表示

WEB閲覧

アンケート回答

実験参加者

観測データ
アンケート依頼

ID等付与

参加者は与えられたID・パスワー
ドを使って長周期地震動モニタを
閲覧し、利用状況や情報への
意見等をアンケートで回答。

一般から3,000人程度予測データ

強震観測網の波形データを集約し、長周期地震
動階級、絶対速度応答スペクトルを計算

防災科研

連続波形伝送

強震観測網(防災科研)
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雨量計周辺の
構造物の高さ

●様々な主体による観測データの有効活用に向けた取組
⇒民間事業者が持つ特徴的な観測網を活用したプロダクト高度化に向けた連携事例

様々な事業主体の気象観測データを活用することで、気象庁プロダクトの高度化が期待される。
それぞれの目的に応じた観測を行っており、そのデータを気象庁で活用するためには、データ品質や観測環境の特性を把握する必要がある。
今後、データ活用を進めるための実施方法について検討していくため、データの特性調査に協力いただける事業者の公募を行った。

データの活用のために把握が必要なこと
●観測データの品質
・異常値や欠測となった回数
・最寄りのアメダス観測点と比較した特性

最寄りのアメダス観測値と比較

26.5℃

27℃

27℃

地表面の状況
（芝生、アスファルト、等）

●観測環境
測器の設置場所周辺の環境（写真等により確認）

民間事業者の気象観測データ
（過去データ）

観測所周辺の写真

基盤的な気象観測を実施
・アメダス ・気象レーダー
・気象衛星 等

気象庁による気象観測

事業者による気象観測

それぞれの目的に応じて気象観測を実施
（鉄道会社、高速道路会社、電力会社、等）

気象庁の観測データと
あわせて活用

気象庁プロダクトの更なる高度化

様々な場所に、多くの観測地点が存在

様々な主体が実施する気象観測データを広く収集・活用し、豪雨等の実況・予測精度の向上を目指す。
今後の展望

（３）産官学それぞれの特色を生かした新たな価値創出に向けた連携
①民間の特色を活用した国民へのサービス提供
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●WXBC等による民間事業者利活用の促進
⇒国民への多様・高度な気象サービス提供に向けた気象庁や民間事業者間の連携に向けた促進策の事例

気象データによる需給予測に基
づく生産管理により、廃棄ロス
等の削減

○産業界に対するセミナーの開催や新たな気象データの提供開始に
先立つ試用モニタリング等により、産業界のニーズや課題を把握

気象とビジネスが連携した気象データ活用の促進 気象データのオープン化・高度化

気象ビジネス推進コンソーシアム（WXBC） H29.3設立

気象データの利活用の一層の促進、成果（利活用モデル等）を全国に水平展開

気象データの活用による各分野における生産性革命の実現
農業気象データに基づく適切な栽

培管理により、収穫量増大

製造・物流

小売

気象庁

意見の聴取・ニーズの反映
（アンケート、ヒアリング）

セミナーの開催
気象データの試行的提供

産業界

○産業界等のニーズを踏まえた新たな気象データの提供

日射量予測データ（H29.12）
毎時間の紫外線（UV）情報（H29.12）
15時間先までの降水予報（H30.6）
２週間気温予報（R1.6）

ＩＴ

ＩＴベンダー
ＩｏＴ等研究者

各産業の企業（農業、小売、金
融、建設、運輸、電力等）

ビジネス気象

気象事業者
気象研究者

構成員

ビッグデータである気象データ、IoTやAI等の先端技術を
総動員し、生産性革命を実現、気象ビジネス市場を拡大

ニ
ー
ズ
・
課
題

気象データによる需要予測に基づくサービス
の提供等により、観光客・売上増

観光

(℃)

(℃)

様々な気象データは、気象庁が発表する予報・警報の基礎資料となるだけでなく、IoTやAI等の技術の進展により、農業、小売業、運
輸業をはじめとする幅広い産業における活用が見込まれる。
産学官連携の「気象ビジネス推進コンソーシアム」等を通じ、産業界のニーズや課題を把握し、各分野における生産性革命を実現し、気
象ビジネス市場を拡大するための取組を進めている。

（３）産官学それぞれの特色を生かした新たな価値創出に向けた連携
②新たな気象ビジネスの創出に向けた取組
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○更なるオープンデータ化の取り組み

気象過去データ利用環境（R1～）
気象データを活用したビジネスを推進する企業等を
対象に、大容量の気象過去データ（アメダスデータ、
数値予報データ等）をインターネットを通じて提供



（３）産官学それぞれの特色を生かした新たな価値創出に向けた連携
②新たな気象ビジネスの創出に向けた取組

●気候リスク管理に関する調査
⇒国民への多様・高度な気象サービス提供に向けた気象庁や民間事業者間の連携に向けた促進策の事例

都道府県 農業試験場・農業普及センター等
農業普及指導員等

気象庁

H30年3月のモモの開花日予測情報
（山梨県）では、２週先の気温予測
情報の利用により、従来予測よりも3日
程度予測精度を改善

②果樹栽培、害虫防除等分野への広がり

全国清涼飲料連合会気象庁

ホットコーヒー飲料の販売数と気
温との関係の調査結果等をもとに、
2週先の気温予測を活用し自販
機のホット飲料の切り替えタイミン
グを早める実験を行った結果、ホッ
ト飲料の販売数が増加し、販売
機会を適切に捉えることに成功。

成果（抜粋）

成果(抜粋)

清涼飲料分野での気候情報を活用した気候リスク管理調査

都道府県との対話による農業技術情報への気候情報の高度利用促進

①水稲収穫での活用と他県への広がり
２週先の気温予測を水稲の刈り取り適期予想に利用し
た山形県の先行事例をもとに、新潟県、香川県でも利用

農業普及指導員向けセミナー
（埼玉県大里農林振興センター H27.5）教材も作成し活用（H30～）

２週先の気温予測を果樹栽培(山梨県)、病害虫発生予
察(沖縄県)、ワカメ養殖(宮城県)等の現場で活用

気象ビジネス推進コンソーシアム
（WXBC）主催セミナー等で普及

販売機会実験実施 実験未実施

○気候情報の利活用方法について、気候の影響を受けやすい産業分野の関係団体と共同で調査を実施。
○農業や清涼飲料分野等で成功事例を創出し、その成果の公表を通じて様々な産業分野での利用を促進。
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●気象観測等のインフラ海外展開支援
⇒ 気象に関する国際貢献と民間事業者の海外事業展開に向けた連携の事例

我が国は防災先進国として、気象観測・予報等の分野においても、機器の開発・運用から予報・警報の発表や伝達まで
ハード・ソフト両面で先進的な技術を有している。
相手国の気象観測・予報等の高度化を通じた防災への貢献として、この先進的な技術の活用・普及を目指し、質の高い
観測機器と技術支援等をパッケージとした官民の海外展開を推進。

質の高い観測機器と技術支援等をパッケージとした官民一体の海外展開
観測機器

我が国のメーカーは、世界に先んじて固体素子気象レーダーを
実用化。真空管を用いた従来のレーダーと比べてライフサイクル
コストに優れ、安定運用、使用周波数の狭帯域化を実現。
我が国のメーカーは、小型で高性能なラジオゾンデを実用化。
軽量でランニングコストに優れる。

気象レーダー利活用ワークショップ

技術支援等
JICAやWMO（世界気象機関）等とも連携した専門家派
遣・ワークショップ開催等により、観測・予報の技術支援を実施
各国要人とのマッチング、各国気象局職員との交流を通じて、
官民で連携した先進的な技術の紹介、観測・予報施設の見
学等を実施

気象庁 ⇒ 相手国の気象観測・予報の高度化・防災へ貢献、 民間事業者 ⇒ 観測機器等の海外事業展開の促進

ラジオゾンデ

ゴム気球に吊して
飛揚し、上空の
気温や風等を観
測

気象レーダー ライダー

（３）産官学それぞれの特色を生かした新たな価値創出に向けた連携
②新たな気象ビジネスの創出に向けた取組
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●2009年に発表したオープンデータ政策と2013年に発表した大統領令によって、政府機関が保有するデータは原則としてオー
プンかつ機械判読可能な形式で公開することが義務付けられ、衛星やモデルデータのデータ量が急増。

●NOAAでは、気象デ－タのオ－プン化の声に応える形で、民間の大手クラウド事業者を活用したBigDataProjectを立ち上げ。
●民間の大手クラウド事業者とパ－トナ－契約し、彼らのクラウドサービス上で大容量の気象データを公開。

（４）海外気象機関における官民連携の先進事例

●費用
・NOAAからパートナー企業への支払いは無い

●データ利用規定
・パートナー企業は自社のクラウドサ－ビス上で気象デ－タを公開
・NOAAは公開データに対して、加工・付加価値をつけて活用・販売することを許可（NOAAのデータ自身をそのまま販売することは禁止）

NOAA資料（2018）より

NOAA資料（2018）より

◎NOAA Big Data Project
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●米国気象機関におけるクラウド事業者と連携した大容量・オープンなデータ提供
○ 米国気象機関では、民間の大手クラウド事業者とパ－トナ－契約することで、大容量なデータを、ユ－ザに

とって活用しやすい形でのデ－タ提供を可能とした。

米国機関においても衛星やモデルのデータ容量が近年、急激に増加
民間の大手クラウド事業者



４．論点



論点

○ 気象業務において、産学官が持つ強み・得意分野はなにか。
・ 災害の頻発・激甚化のなか、国における防災気象情報の作成や自治体における防災対応の支援

を質・量ともに強化していく必要がある。
・ 観測・予測精度の向上は、大学・研究機関が保有する先端技術や異分野の技術を活用する必

要があり、気象庁は、大学・研究機関との連携を深めていく必要がある。
・ 生産性の向上や生活等、社会で広く気象情報・データが活用されるためには、利用者のニーズや利

用形態を熟知している事業者の活動が重要であり、気象庁はその支援を推進する必要がある。

○ 多様化・増大するニーズに対応して気象業務全体が社会に貢献すべく、産学官の連携を促
進し、それぞれの取組の相乗効果を生み出す必要がある。それを可能とする産学官連携のあ
り方はどのような形か。

これらを踏まえて、次回以降の気象分科会において具体的施策を審議
○ 産学官の連携を促進し相乗効果を生み出すため、どのような環境整備を行うことが必要か
○ 気象業務を推進していくため、民間活力（資金等）を活用する場合、どのような形で活用
することが適当か。 33

○ 効率的・効果的な行政運営の観点から、気象業務を安定的・持続的に推進していくため、民
間活力（資金等）の活用も図りながら気象業務を推進していくことが望まれるのではないか。



健康・医療生活
交通

エネルギー
農業・漁業

物流

etc… AI
ICT技術

通信技術

メディア

土木工学

気象業務において産学が持つ強み・得意分野

利用者
〇それぞれの利用の場における気象情

報の活用の可能性をイメージすること
が可能

気 象 庁
〇国として基盤となる観測・情報提供を

実施しており、そのためのインフラ・データ
を保有

〇技術や産業動向を俯瞰し、気象業務
全体が的確に機能するための調整役

大学・研究機関
○(異分野を含め)最先端の技術

やアイディアを保有

事 業 者
（民間気象事業者、一般事業者）

〇利用者のニーズに応じたきめ細かい
サービス展開が可能

〇自事業や気象サービス実施のための
観測・解析・情報提供を実施してお
り、そのためのインフラ・データを保有

〇利用者へのきめ細かいサービスは、事
業者の得意とするところであり、気象庁
は事業者の活躍の場を広げていく取
組が必要ではないか。

※現状は、３．（３）参照

〇 気象庁では、これまでも産学との連携した取組を進めているところであるが、前回提言の実現に向けては、気象業務を担う
様々な主体の特色を踏まえた一層の推進が必要。

〇 気象庁は産学の活動に資するため、基盤的な観測や防災気象情報の作成により注力し、それらの高度化に向けた先端
技術の積極的な活用を推進するべきではないか。

〇 生産性向上に資する産業界への気象情報の提供は、民間気象事業者が主体となって進めることが重要。気象庁は、事
業者と情報利用者のマッチングの場の提供や、共同開発を促進する役割を果たすべきではないか。

・様々な事業者が自ら気象情報・データを作成、取
得し、事業を実施しており、役割は従来から大きく変
化しつつある。

・気象業務と産学が持つ異分野との連結が不可欠

ユーザー側の
様々な知見、技術、ニーズ
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〇国民に対して広く情報を提供する気象
庁が研究機関における成果の出口の
一つと認識されることが必要ではないか。

〇さらなる予測精度の向上等を図るため
には、異分野との融合を促進する必要
があるのではないか。

※現状は、３．（２）参照

〇様々な主体によって営まれる気象業
務全体がさらに社会に貢献していくた
めには、気象庁と事業者がそれぞれ
保有するデータ等を共有していく必
要があるのではないか。

※現状は、３．（４）参照



今後の気象業務の方向性と産学官連携のあり方

【産学官連携の方向性】
○ 相次ぐ自然災害や各種産業における気象情報の利活用進展を踏まえると、今後さらに、気象情報・データに対するニーズ

が高まっていくものと考えられ、産学官が、それぞれの得意分野を活かしながら、気象業務の一翼を担っていくことが不可欠。
○ そのためには、気象業務の基盤となる技術やデータをより一層共有しながら、観測、解析、予測、情報作成等様々な局

面で連携していくことが重要。
○ 国の効率的かつ効果的な行政運営の観点も踏まえ、様々な主体により営まれる気象業務全体が相乗効果を発揮し、社

会に貢献していくことを目指す。

防災対応避難行動

外出・観光 健康・医療

生活

交通

エネルギー農業・漁業 製造・小売

物流

先端技術

それぞれの得意分野を活かし、相乗効果を生み出すことで社会に貢献

技術やデータを共有しながら、観測・解析・予測・情報作成等様々な局面で連携

利用者

気象庁

大学・研究機関 民間事業者
データ
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【第32回】民間活力の活用と全体取りまとめ

【第30回】産学官連携の方向性（4月：書面開催）

● 気象業務を取り巻く現状
・気象業務の広がり

・民間に提供する気象情報・データの拡充

● 近年の新たな課題

・災害の頻発・激甚化

・ICT（IoT・ビッグデータ・AI等）の急速な発展

● 気象業務における産学官連携
・気象業務への異分野技術・先端技術の導入による技術革新に向けた連携

・産学官それぞれの特色を生かした新たな価値創出に向けた連携

● 論点
・気象業務において、産学官が持つ強み・得意分野はどのような部分か
・多様化・増大するニーズに対応して気象業務全体が社会に貢献すべく、産学官の連携を促進し、それぞれの取組の相乗効果を生み出す必要がある。

それを可能とする産学官連携のあり方はどのような形か
・効率的・効果的な行政運営の観点から、気象業務を安定的・持続的に推進していくため、民間活力（資金等）の活用も図りながら気象業務を推進

していくことが望まれるのではないか

● 海外気象機関における資金確保方策の状況

● 効率的・効果的な行政運営の観点からの民間活力（資金）の活用方策

● 全体取りまとめ案

気象分科会の審議予定

◎令和２年４月から同年夏頃にかけて全３回程度開催し、とりまとめを行う。
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【第31回】産学官連携促進のための環境整備

●産学官の連携促進、取組の相乗効果を生み出すための環境整備

（１）観測・予測データの更なる共有に向けた環境整備

（２）民間における気象情報・データの精度や特性を理解した人材の育成

（３）技術の進展に合わせた規制の見直し


